Problems of Income Tax System in Aging Society by 金子 勝 & 坂本 由紀子
高齢化社会における所得税制のあり方
著者 金子 勝, 坂本 由紀子
出版者 法政大学経済学部学会
雑誌名 経済志林
巻 66
号 1
ページ 143-203
発行年 1998-07-30
URL http://hdl.handle.net/10114/989
143 
高齢化社会における所得税制のあり方
金子勝
坂本由紀子
１．はじめに
急速に進む高齢化と年金財政の悪化に伴って，年金所得課税問題に対す
る関心が高まっている。とりわけ８０年代末以降，この問題に関する本格
的な論考が数多く発表されるようになった。そこでの重要な論点をまとめ
ると，次のように大別することができる。
１つは，租税理論の一貫性という観点から年金課税のあり方を論ずる視
点である。例えば，野口悠紀雄氏は，年金を公的年金，企業年金，個人年
金の３つに分類し，それぞれの税制上の不整合性を洗い出している。すな
わち，拠出，運用，給付の３段階に分けて，一貫した年金課税方式が必要
でありγ現行の年金課税制度は所得税の立場からも，支出税の立場からも
一貫性を欠いていると主張する(,。また，大田弘子氏は，野口氏と同様の
見解を示した上で，現在の年金課税原則の不明確さを指摘し，年金課税の
特質からみて支出税の方が包括的所得税よりも妥当であると指摘し，これ
らを含めた老後保障体系の多面的な検討を行っている(2)。更に，藤田晴氏
は，両者よりも詳細に個別の年金課税に対する考察を深め，企業年金に対
する特別法人税への再検討や，大田氏同様，長期的な改革目標として支出
税の枠組みに沿った年金所得税制の整備を図る必要'性を明らかにしてい
る(3)。
いま１つは，個人レベルにまで下りて年金課税制度の妥当↓性を検討する
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視点である。特に，年金を受給している高齢者の実態に迫るという点では，
高山憲之氏の研究業績が先行研究として優れている(4)。高山氏は，これま
で試みられてこなかった高齢者の所得や資産の実態に関して，個票にまで
下りたデータを駆使して詳細に分析し，高齢者の実態に深く迫ることを可
能にしたからである。
高山氏の論旨は，第一に，高齢者の所得に関して，実効限界税率の算定
をした上で，高齢者夫婦世帯モデルを使って公的年金控除の是非や課税最
低限ベースの拡大化の是非について検討している。その際，給与所得者と
年金所得者を比較して，年金所得者はかなり優遇されており，かつ年金収
入が高額であるほどその優遇性が高まると指摘し，年金課税上の優遇措置
を再検討する必要があると主張している。また，年金受給者は年金以外の
所得を得ているケースが多く，公的年金給付だけを切り離して特別に扱う
のは年金受給者間のバランスを失わせており，高額年金受給者までも税制
上有利に扱う必要性はないと指摘している。
第二に，高齢者の資産に関して，高齢者は現役世代と比較しても資産保
有上有利な地位にあり，実際には現役世代の典型的な子持ち世帯の方が，
所得分配の面では気の毒であると指摘している。その上で，これまで社会
保障制度や租税制度の前提にあった「高齢者かわいそう論」は，実像に迫っ
てみると，もはや過去のことであり，高齢者に対する「平均値思考から決
別」すべきであると主張している。
以上のように高山氏の研究意義は，これまで暖|床にされがちであった高
齢者の実態に迫り，具体的な高齢化社会対策を提出しているという点で，
大きな意義を認めねばならない。
しかし，高山氏の分析は，いくつかの問題をはらんでいる。まず何より
も「高齢者」を定義する際に，高齢者は全て年金生活者であるという仮説
のもとに分析する方法をとっている。結局，この方法は「高齢者」＝「年
金生活者」という通俗的なイメージをそのまま当てはめたうえで，年金所
得者と現役世代を二分して比較することになる。もちろん高山氏も高齢者
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が勤労所得を得ている事実は認識しているが，その組み合わせ次第で，税
制上複雑な影響が出ることに気づいていない。そのため，夫婦ともに年金
収入のある場合には，現役薑世代＝勤労所得者と比べて税制上有利に扱われ
ているだけでなく，高齢者世代内部でも配偶者に年金がない場合と比較し
て優遇されており，年金以外の収入を得ているものと年金収入のみの所得
者との間に所得課税上の不公平が生じている，という単純な結論に帰着す
ることになる。このように，年金所得者と勤労所得者を二分して比較する
アプローチは，高山氏だけではなく藤田氏にも共通している(5)。
しかし，実際の高齢者の収入は，それほど単純に輪切りできるものでは
ない。無年金者もいれば，事実上勤労所得に依存して生活している高齢者
もおり，また年金所得水準も広範囲にわたって分布しているからである。
それゆえ，高齢者世代に対する所得税制止の問題点を明らかにするには，
高齢者世代における所得階層分布と，各所得階層内部における所得構成を
より細かく見ていく必要がある。後述するように，所得に占める年金の割
合が異なることによって，同じ年金受給者階層にあっても税負担の格差が
生じうるからである。高山氏はせっかく個表データを用いながらこうした
視点が欠けている。今後，年金水準が伸び悩み，高齢者がますます年金以
外の勤労所得に依存せねばならなくなってゆく一方で，日本全体でも今後
進行していく高齢化に伴って高齢者の労働供給が重要な役割を果たしてい
くことを勘案すれば，同じ高齢者内部において所得構成の違いから生じる
税負担上のアンバランスは，ますます大きな問題になってこよう。
本論文はかかる視点から，従来の「高齢者」＝「年金所得者」という単
純な図式的理解を批判しつつ，高齢者の所得分布と所得構成の実態に即し
て現行所得税制の問題点を明らかにすることを目的としている。具体的に
は，第一に，高齢者の所得分布と就業実態から，高山氏の「高額年金所得
者軽課論」ないし優遇論を批判し，第二に，高齢者世代内部における年金
所得と勤労所得の課税バランス上の歪みを明らかにし，第三に，婦人の年
金権とかかわらせつつ，夫婦単位で見た場合における税負担の不公平問題
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を検討する。
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第１章高齢者の所得実態
１．２つの「高齢者」世代
年金課税問題を考えるには，まず何よりも，高齢者世代を６０歳から６５
歳未満の世代と，６５歳から７０歳未満の世代の二つに分けて考える必要が
ある。平成６年度の年金改正によって，この２つの世代には別々の所得稼
得状況が想定されたからである。平成６年度の年金改正では，年金支給開
始年齢が65歳に徐々に引き上げられてゆくとともに，６０歳定年の現状を
踏まえて，就労を希望する高齢者全員が65歳まで働くことのできる社会
を実現することが目標とされた。
すなわち，これまで６０歳代前半層の受給する年金は，勤労所得がある
と支給額が減額されていたが，平成６年の改正で，こうした制度は改めら
れた。つまりこの改正によって，６０歳代前半層は，年金と勤労所得の両
方を得ていると想定し，働けば働くほど合計所得が増加するように制度上
配慮されたのである。この改正以降，年金制度は６０歳代前半層において
は勤労所得を得ることを促進し，６０歳代後半になって年金で生活すると
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いうライフスタイルを基本とすることになった。
こうした年金改正との関わりで，６０歳代の就業と所得に関する実態を
図1-1,図1-2から確認しておこう。まず，図1-1が示すように，定年退
職年齢は６０歳を基準としている企業がほとんどであることがわかる。
また図1-2を見てみると，第一に，高齢者の労働力が近年徐々に高まっ
ており，第二に，労働力の年齢構成比を見ると，高齢者の就業は65歳が1
つの境目となっていることが分かる。
図1-2で用いたデータから，過去３年間の平均を算出すると，５５歳か
ら６４歳までの就業人口は男'性が975万人，女性が６０３万人となる。一方，
65歳以上の就業人口は男'性が263万人，女’性が１６３万人となっている。
両世代を合わせて，全就業人口の２０％から２１％を占めており，高齢者労
働力も全労働力の５分の1程度を構成していることになる。しかし，６５
歳以上の就業者も増加している実態はあるとしても，６５歳を境に就業形
態が変わっており，平成６年度の年金改正は，高齢者の就業実態をある程
度反映したものであるといえよう。
図1-1全国規模で見た定年年齢の分布
６５歳以上５５歳以上
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(出所）日本商工会議所編『労働統計ハンドブック』１９９７年，１１２ペー
ジより作成。
（注）この調査は，３０人から５０００人以上の企業規模別を対象にした
ものである。
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図1-2全産業における年齢階級別就業者数
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(出所）総務庁『労働力調査年報』1992年，1996年より作成。
従って，所得構成を考える上では，高齢者世代について，定年退職後の
5年間を境に，６０歳から６５歳未満の世代と，６５歳から７０歳未満の世代
の二つに分けて考える必要があろう。
2．高齢者の就業率と課税の非中立性
次に，図1-3は６０歳から６５歳未満の世代と，６５歳から７０歳未満の世
代に分けて，定年退職後の高齢者の就業率を年金収入別で見たものである。
図1-3から明らかなことは，高齢者の中でも無年金者や，極めて少額の
年金しか受給していない者が存在しており，かつ，全体的に年金収入が低
下するにつれて就業率が増加する傾向にあることである。いうまでもなく，
このことは，年金受給額が少ない者ほど勤労所得を得ており，所得税制止
は，現役世代とほとんど同じ扱いを受けていることを意味している。しか
も，全体で見ても高齢者が勤労している割合は高い。
つまり，高齢者が純粋な「年金生活者」であるというのは一部に過ぎず，
定年退職世代であっても，年金を受給しながら就業している者が数多く存
在している。しかも，年金受給者年齢に達する６５歳以降になっても，年
金だけでは生活できない階層も多数存在しており，年金受給金額が低い者
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図1-3年金受給金額と就業率
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(出所）労働省「高年齢者就業の実態』1992年，３２ページより作成。
ほど就業率が高いという結果も示されている。
このことは，高山氏あるいは藤田氏の「年金所得者軽課論」ないし優遇
論に対して，次の２つの問題を投げかけている。第一は，同じ年金受給世
代内部において，年金受給の少ない低所得者ほど現役世代と同様に扱われ
るために，所得税制止の垂直的公平`性が損なわれている点である。第二は，
同じ高齢者世代内部でも，所得構成が異なると，所得税制上等しい扱いを
受けておらず，水平的公平`性も損なわれている点である。
いずれにせよ，「高齢者」＝「年金所得者｣，「現役世代」＝「勤労所得者」
という二分法を前提としていては，高齢者世代内部の不公平問題は見えて
こないのである。しかも，平成６年改正のみならず今後における年金支給
額の抑制傾向を考えると，こうした所得税制上の欠陥は，高齢者にとって
今後ますます切実な問題になっていくであろう。
3．高齢者の所得実態
高齢者世代における年金収入の分布を知るために，年齢別，性別にみた
年金受給割合を年金額階級毎に示したものが図1-4である。
この図から，年金収入金額は，最も割合の低い１６０万円から１８０万円の
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図1-4年齢別・性別にみる公的年金・恩給額階級別受給者割合
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(出所）厚生省「国民生活基礎調査』1995年より作成。
（注）このグラフは，縦軸に受給者割合を，横軸に年金収入額階級をとっている。また，
総数で見た時の受給者を100％として割合を算出した。
世帯を境にして２つのピークを形成していることがわかる。年金受給割合
の最も多い世帯は，年金が40万円から６０万円の世帯をピークとした第１
グループとしてまとめられる。いまひとつは，２００万円から２５０万円と
300万円以上の２つのピークを持つ第２グループである。これらのピーク
は，国民年金のみの受給者，寡婦年金の受給者，勤労者の厚生年金等の受
給者にそれぞれ対応していると考えられるが，実際にはそれだけでは割り
切れない。総数で見た時の年金受給割合は千差万別であり，高齢者の中で
も年金受給額は様々である。
次に図1-5は，所得階級別に，総所得に対する年金の占める割合を，世
帯数で示したものである。同額の所得階級でありながら，総所得に占める
年金受給額の割合は大きく異なっていることに気づく。実際，所得階級
50万円未満の世帯で，年金受給のない者もいれば，年金受給がある者も
おり，年金受給の割合が各世帯において異なっていることがわかる。他方
では，所得階級１０００万円以上の世帯にあっても，４０％から６０％の所得を
年金から得ているものもいる。
ところで高齢者の公的年金所得という点に関しては，前述したように高
山氏が詳細に分析している。
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図1-5年齢別・性別にみる公的年金・恩給額階級別受給者割合
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(出所）厚生省『国民生活基礎調査』1995年より作成。
その上で，高山氏は高齢者の収入について年金収入と年金十給与収入と
いう２つの場合の課税最低限を算出し，年金十給与収入の場合，夫婦合計
所得額について，６０歳以上65歳未満の場合は３４０万円，（－人当たりで
見ると，年金所得が105万円，給与所得が６５万円)，６５歳以上７０歳未満
の場合は580万円（一人当たりで見ると，年金所得が225万円，給与所得
が６５万円）が最も有利になるとしている(6)。現役世代と比較すると，年
金所得者はかなり優遇されており，年金が高額になるとさらに優遇』性は増
してくるとしている。確かに税制度上の計算ではそうなるが，高齢者の所
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得実態との関わりで，このような形式上の計算が，現実的な意味を持つの
であろうか。その実態を見てみよう。
図１－６は，年金収入割合別に世帯数をとったものである。この所得階級
は前述したように，高山氏が税制上もっとも有利になる380万円と580万
円の中間に位置している。この図を見ればわかるように，所得階級400万
円から500万円の世帯では，総所得に占める年金収入の割合に大きなバラ
ツキが存在しており，さらに再度図１－４を見ればわかるように，男子にお
いては180万円から300万円以上の分布が最も多く，女子においては１００
万円未満の分布が全体の６６％弱を占めている。この最多年金階級を単純
に合計しても，せいぜい400万円が最高額であり，高山氏が挙げている夫
婦の合計所得580万円という世帯は，わずか2.57％程度しか占めていない。
実際に，この形式上最も有利な課税最低限額は，二十数年前の現役時代か
ら現在の制度を予想して，最適な労働供給をしていなければ実現すること
はできない。明らかに高山氏の算出した課税最低限額は，あくまでも机上
の計算にすぎず，現実の高齢者の所得実態とはかけ離れているといってよ
いだろう。
付け加えていえば，高山氏が指摘する課税最低限額を個人単位で見た場
合も事態に変わりはない。図1-4が示すように，６０歳から６５歳未満の配
図1-6所得階級400万円から500万円の世帯における年金の占める割合
100,000 
80,000 
60,000 
40,000 
20,000 
０ 
２０％未満２０～40％４０～60％６０～80％８０～１００％１００％
(出所）厚生省「国民生活基礎調査』1995年より作成。
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偶者の年金収入が105万円である者は，ある程度，現実'性があるとしても，
一方で６０歳から６５歳未満の配偶者の総所得が１７０万円，６５歳以上の配
偶者の総所得が175万円ないし225万円である者は，全受給者の約１５％
程度を占めるにすぎない。さらに夫婦合計した最適な組み合わせは，ごく
少数に限られている。このように，高山氏の「高額年金受給者軽課論」は
現実に即した問題を提出しているとは言い難い。
4．小括
これまで見てきたように，高齢化社会における年金課税問題を分析する
には，次の点に留意しなければならない。まず第一に，高齢者世代は６０
歳から６５歳未満と６５歳から７０歳未満の世代の２つに区分せねばならな
い。
第二に，高齢者が様々な所得構成を持っていることから，「高齢者」＝
｢年金生活者｣，「勤労所得者」＝「現役世代」という単純な図式は妥当しな
い。また，この単純な図式的理解に基づいた比較検討も十分な有効性を持っ
ていない。特に，高山氏が「高額年金受給者軽課論」を根拠付けるために
課税最低限額として挙げている計算例は，あくまでも机上の計算であり，
実態とかけ離れている。
第三に，総所得に占める年金所得の割合が，各階級において多様であり，
かつ年金所得とその他の所得に対する所得税法上の扱いが異なるために，
高齢者の同世代内部において課税の中立｣性が保たれていない。特に，高山
氏のいう「高額年金受給者軽課論」の妥当性を検討するには，総所得にお
ける年金所得と勤労所得の割合が異なる場合に，課税上どのような歪みが
現れるのか，という点について具体的に分析する必要,性があろう。その際，
包括的所得税論の基本原則となっている垂直的および水平的公平`性の観点
が充足されているか否かが，極めて重要な意味を持っている。
（６）この点に関して，高山（1992,前掲論文）は，夫婦世帯で，世帯主の収入
を(A)年金収入のみ，（B)年金十給与収入のみの２つに限定し，配偶者の収入を，
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①無収入の場合，②配偶者控除の適用がある場合，③配偶者控除の適用が無
い場合に限定して，それぞれの課税最低限を算定している。その結果が，下
の表である。（なお所得税法平成２年度分で計算したものである）
（万円）
i塞井i露上血
(注）－６４は６５歳未満，６５＋は65歳以上を意味する。
(出所）高山（1992,前掲論文）１６２ページから引用し作成。
第２章高齢者単身世帯における所得税額格差
1．所得税額算出上の前提
本章では，まず高齢者単身世帯について，所得構成の違いによって生ず
る税負担格差の実態を明らかにしよう。ただし，ここでは簡単化のため，
所得税額算定にあたっては，高齢者の所得を給与所得と年金所得のみと仮
定し，資産所得や利子所得等を除いた。また所得控除という点については，
人的控除のみを適用して計算することにした。
高齢者の所得税額を算定する前に，まずデータ上の前提として，年間収
入階級基準を用いなければならない。全世帯における年間収入を，全国規
模で調査したものが表2-1である。
この表は，全世帯を対象に調査しているため，高齢者だけでなく勤労世
代も同時に含まれている。しかし，次章で取り上げる高齢者夫婦世帯との
比較可能性を持たせるために，とりあえず全世帯における年間収入五分位
表の平均収入額を基準にして所得税額を算定した。
次に，収入構成も個人によって多様化しており，各個人の収入の組み合
高齢化社会における所得税制のあり方 1５５ 
わせを考えることが重要である。実際に収入の組み合わせによって，どの
ような税負担上の格差が生じるのかを見ていくために，高齢者単身世帯に
おける収入構成を，表2-２のように設定した。
年金金額は計算の便宜上，５０万円刻みで総収入における年金収入割合
を変えてゆく。具体的には，パターンＣの場合に，年金収入金額をまず
50万円刻みに固定し，総収入から年金収入を差し引いた残りの収入が勤
労収入であると仮定して計算した。また，年金収入金額を設定する際には，
表2-3を参考にして，最高額を設定した。
年金収入金額を見ると，厚生年金保険の場合，最高支給額は３０万円以
上が限度で，その受給権者数は８万７千人と全体の２２％を占めるだけで
あり，仮に月額支給額が３０万円としても１年間の年金収入は，３６０万円
となる。年金収入に関しては，年収で示せば360万円，もしくは月額支給
額が35万円であったとしても420万円という値が最高値となるので，年
金収入金額最高額を350万円，最低額を０円（年金受給金額なし）と設定
表2-1年間収入５分位表
Ｖ分位
１５２７ 集計世帯数（総数）
年間収入
（万円）
計算仮定上の
収入金額
（万円）
1436 
1440 
(出所）総務庁『家計調査年報』1994年より作成。
表2-2単身世帯の収入構成パターン
収入パターン
パターンＡ
パターンＢ
パターンＣ
収入構成
本人の収入が「年金」のみの場合
本人の収入が「勤労」のみの場合（給与所得のみのもの）
本人の収入が「年金」と「勤労」の両方ある場合
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表2-3厚生年金保険年金月額階級別状況
（被保険者期間20年以上，老齢年金対象）
1995年度現在
年金月額
万円以上
万円未満
～1０ 
１０～1５ 
１５～2０ 
２０～2５ 
２５～3０ 
３０～ 
計
平均年金月額
（千円）
男
受給者件数
（千人）
子 女 〈
Ｐ
ｊ
Ｚ
Ｌ
ｌ
ｕ
４
０
０
０
６
８
５
７
４
０
０
 
％
２
５
１
 
０
 
１
 
子
割
／
し
(出所）社会保険庁『事業年報」1997年，３８ページより作成。
して，所得税額を計算することにした。
2．公平`性からみた歪み
５分位別に年金収入を給与収入の組み合わせに応じて所得税額を算定し
たものが，図2-1である。また，高山氏の用いている『全国消費実態調査」
データからとった単身世帯の収入階層別で所得税額の格差を見たものが図
2-2である。これらの図からわかるように，両世代において程度の差はあ
れ，５分位別でみた全階層において「水平的公平`性」が全く失われている
という点である。包括的所得税体系の観点からすれば，どのような所得源
泉であれ，課税上等しく扱われねばならないにもかかわらず，両世代とも
に収入源泉の組み合わせ次第で，所得税額に少なからぬ格差が生じている。
同じことは『全国消費実態調査』データで算定したものにも当てはまって
いる。所得階級の低いものほど，税額の負担が０のものもいれば，税が発
生する場合もあり，またその負担額には大きなバラツキが存在している。
高齢化社会における所得税制のあり方１５７
また，他の所得階層も多かれ少なかれ，年金収入割合に応じて税負担は不
規則なカーブを描いており，包括的所得税理論の観点から見て「水平的公
平性」を満たしていない。
他方，包括的所得税の垂直的公平も満たしているわけではない。税負担
曲線の左側部分は，明らかに勤労所得に依存せざるをえない階層ほど負担
が重くなっているからである。実際，図1-3で明らかにしたように，年金
収入が少ないほど就業割合が増加する傾向にある。
以上のように，年金と勤労の収入割合別に税負担格差を見た図2-1,図
2-2から，次の点を指摘することができる。
第一に，全体的に見ると，６０歳から６５歳未満の世代の方が，６５歳から
70歳未満の世代よりも所得税の負担割合として不利に扱われていること
がわかる。
これは，先述した平成６年の年金改正によるところが大きい。すなわち，
60歳以上65歳未満に適用される年金所得控除額（最高額）を７０万円に
して，６５歳以上の世代に適用される控除最高額１４０万円の半分に抑えた
からである。つまり，この年金改正に基づく税制は，年金受給資格が発生
する６０歳以上65歳未満の世代に対して，６５歳になるまで年金受給を不
利にし，なるだけ勤労収入を得るようにインセンティブづけたものと考え
ることができる。
しかし図2-1からもわかるように，平成６年の年金改正は，税制上一貫
しているわけではない。第１分位（年収３１０万円）の場合を見てみよう。
60歳以上65歳未満の世代において，年金収入の比重を多くすると租税負
担が高まる（つまり勤労収入を得るように誘因が与えられている）のは，
年金収入が７５～150万円と250～310万円までのケースだけであり，それ
以外のケース（すなわち０～75万円と150～250万円の場合）では，むし
ろ年金収入の比重を増加させると税負担が減少するようになっている。
また，第２～４分位では，７５万円までは年金収入を得た方が税負担が軽
くなるが，それ以上については税負担がほぼフラットになっている。さら
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図2-160～65歳未満，６５～70歳未満の５分位別高齢者単身世帯の所得税額
第１分位
所得税額（円）
180,000 
160,000 
140,000 
120,000 
100,000 
80,000 
60,000 
40,000 
20,000 
０ 
函
０２５５０７５１００１２５１５０１７５２００２２５２５０２７５３００３１０年金収入金額(万円）
第２分位
所得税額
300,000 
280,000 
260,000 
240,000 
220,000 
200,000 
180,000 
160,000 
140,000 
120,000 
100,000 
所得税額
530,000 
510,000 
490,000 
470,000 
450,000 
430,000 
410,000 
390,000 
370,000 
350,000 
330,000 
310,000 
290,000 
270,000 
(円）
回亜
０２５５０７５１００１２５１５０１７５２００２２５２５０２７５３００３２５３５０年金収入金額(万円）
第３分位
(円）
巨三i1i薑三霜’
０２５５０７５１００１２５１５０１７５２００２２５２５０２７５３００３２５３５０年金収入金額(万円）
b■■■■■■■■■￣￣￣￣－－－－－－￣￣－－-－￣￣－－－－￣￣－－■■■■■■■■■－－－－－－－－■■■－Ｕ■■ 
。
［ 
1 
、
］ 
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第４分位
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所得税額
920,000 
900,000 
880,000 
860,000 
840,000 
820,000 
800,000 
780,000 
760,000 
740,000 
720,000 
700,000 
680,000 
660,000 
640,000 
620,000 
600,000 
580,000 
560,000 
540,000 
(円）
巨邇
年金収入金額(万円）
０２５５０７５１００１２５１５０１７５２００２２５２５０２７５３００ 3２５３５０ 
第５分位
所得税額
2,400,000 
2,350,000 
2,300,000 
2,250,000 
2,200,000 
2,150,000 
2,100,000 
2,050,000 
2,000,000 
1,950,000 
1,900,000 
1,850,000 
1,800,000 
1,750,000 
1,700,000 
1,650,000 
(円）
巨亜
年金収入金額(万円）
０２５５０７５１００ 1２５１５０１７５２００２２５２５０２７５３００３２５３５０ 
に例外的な事例になるが，第５分位（年収1440万円）のように非常に高
額な所得者のケースでは，労働供給を減らして年金受給額の比重を多くす
るほど，所得税額が一貫して減少するという「不合理性」な傾向を示して
いる。このように，６０歳以上65歳未満の世代は年金収入と勤労収入の組
み合わせによって老後を設計しなければならないとする平成６年年金改正
の意図から見ると，現行の所得税制は決して税体系として一貫性を有して
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いるとは言えない。
このことは，第二に，６０歳定年制と６５歳の本格的年金支給年齢との狭
間にあるために，勤労所得を必要とする世代において，所得税負担におけ
る水平的公平の喪失の影響が最も大きく現れていることを意味する。しか
も問題なのは，この世代のうち所得が低い者ほど，そうした傾向が顕著だ
ということである。
図2-2を見てみよう。この図からわかるように，本人の年間収入額が
150万円・200万円のケースでは，年金収入の占める割合に応じて，所得
図2-2『全消」データからみた６０歳から６５歳未満と６５歳から７０未
満の両世代における所得税額格差
本人の収入額が100万円の場合全て０円
本人の収入額が150万円の場合
所得税額(円）
50,000 
40,000 
30,000 
20,000 
1qooo 
O 
|王i雲i三Wi薑１
年金収入金額（万円）
０２５５０７５１００１２５１５０ 
本人の収入額が200万円の場合
所得税額（円）
90,000 
80,000 
70,000 
60,000 
50,000 
40,000 
30,000 
20,000 
10,000 
０ 
|王i雲三調_←肘 ７０歳
年金収入金額(万円）
０２５５０７５１００１２５１５０１７５２００ 
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本人の収入額が250万円の場合
所得税額（円）
120,000 
100,000 
80,000 
60,000 
４０，０００ 
２００００ 
０ 
函團
年金収入金額(万円）
０２５５０７５１００１２５１５０１７５２００２２５２５０ 
本人の収入額が300万円の場合
所得税額（円）
160,000 
140,000 
120,000 
100,000 
８０，０００ 
60,000 
40,000 
20,000 
０ 
|王i1蚕三Fii薑Ｉ
300年金収入金額(万円）０２５５０７５１００１２５１５０１７５２００２２５２５０２７５ 
本人の収入額が350万円の場合
所得税額(円）
200,000 
180,000 
160,000 
140,000 
120,000 
100,000 
80,000 
60,000 
40,000 
20,000 
|玉露i三霜’
年金収入金額(万円）０２５５０７５１００１２５１５０１７５２００２２５２５０２７５３００３２５３５０ 
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本人の収入額が400万円の場合
所得税額(円）
240,000 
220,000 
200,000 
180,000 
160,000 
140,000 
120,000 
100,000 
80,000 
60,000 
函
100125150175200225250275300325350年金収入金額(万円）０２５５０７５ 
本人の収入額が500万円の場合
所得税額（円）
320,000 
300,000 
280,000 
260,000 
240,000 
220,000 
200,000 
180,000 
160,000 
140,000 
函_匹騎ﾆｧひ
lOO125150175200225250275300325350年金収入金額(万円）０２５５０７５ 
本人の収入額が600万円の場合
所得税額(円）
460,000 
440,000 
420,000 
400,000 
380,000 
360,000 
340,000 
320,000 
300,000 
280,000 
260,000 
240,000 
220,000 
200,000 
l王i1i菫三雲iｌ-匹肘’二‘
年金収入金額(万円）
０２５５０７５１００１２５１５０１７５２００２２５２５０２７５３００３２５３５０ 
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税負担のカーブはＵ字型を描いており，さらに年間収入額が大きいケー
スになるにつれて，この税負担カーブはフラット化してゆく。このことは，
年金所得だけに依存できない層ほど，年金収入と勤労収入の選択に対して
課税上の中立性が失われていることを意味する。
さらに図2-1と図2-2を合わせて，６５歳以上70歳未満の年金受給世代
を見ると，年間収入額が300～500万円（第1分位と第２分位）のケース
においても，税負担のＵ字型カーブを見出すことができる。つまり年金
受給者が最も多く分布しているこの所得階層において，上と同様に，現行
所得税制の水平的公平が損なわれているのである。
第三に，高齢者に対する所得税制は，必ずしも垂直的公平を満たしてい
ない。いずれの所得分位においても，６０歳以上６５歳未満の世代では７０
万円以下，６５歳以上70歳未満の世代では140万円以下の年金受給者は，
年金収入が少なく勤労収入に依存する度合いが高いほど税負担が重くなっ
ているからである。図1-3で見たように，無年金者ないし少額年金受給者
ほど働かなければならない状況に置かれている。つまり退職世代で働かね
ばならない者ほど税負担が重くなっており，必ずしも垂直的公平を満たし
ているとは言えない。とくに日本では，生活保護を受けずに餓死する事例
が示すように，生活保護をスティグマと受け止める「風土」がある以上，
こうした垂直的公平の破壊は望ましいとは言えない。
3．「高額年金受給者軽課論」の問題点
前節で述べたように，現行所得税制の下では，年金受給者が年金所得控
除（最高額）以下の場合に，年金受給額が多いほど税負担が低下した。逆
に言うと，年金受給額が低く働かなければならない者ほど，現役世代と類
似の扱いを受けるために，同じ年収を得るに際して税負担が重くなる傾向
にあった。
では，高額年金受給者の場合，つまり年金収入が多いほど，税負担が低
くなってゆくのであろうか。図2-1と図2-2は，違った結果を示している。
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第１分位のケースでは，６０歳以上65歳未満の世代も６５歳以上７０歳未満
の世代も年金収入が250万円を超えると，年金収入の比重が増加すればす
るほど税負担も高まってゆく。図2-2でも，年収が150～350万円までの
階層では同様の傾向を見出すことができる。
他方，６５歳以上70歳未満の世代について見れば，第２～４分位の所得
階層では，年金収入が150万円を超えると，緩やかながら税負担が上昇し
てゆく。図2-2でも，年収が150～350万円までの所得階層では同様の傾
向を見出すことができる。
以上から同世代内部において，同じ年間収入額を得ていても，年金収入
の比重が高まれば高まるほど税負担が軽くなるとは必ずしも言えないこと
がわかる。そうした傾向が見出されるのは，第５分位すなわち年収１４００
万円の階層のみである。これは，実際にはごく限られたケースであると言っ
てよいであろう。
こうした事実は，高山氏らの「高額年金受給者軽課論」の根拠を疑わし
いものにする。前述したように，「高額年金受給者軽課論」は，高齢者＝
年金受給者と想定した上で，年金所得者は給与所得者である現役世代と比
較してみると，税負担上有利に扱われ，かつ，年金所得が多いほど優遇さ
れているという考え方である。しかし，同世代の内部について見る限り，
年金所得が勤労所得に比べて必ずしも優遇されているとは言いがたい。
先述した高山氏の挙げる事例に立ち返ってみよう。高山氏が根拠に挙げ
ている事例は，夫婦ともに６０歳以上65歳未満の場合に年収が340万円，
65歳以上70歳未満の場合には年収が580万円となるケースである。これ
を－人当たりにすると，６０歳以上65歳未満の場合には，年金所得105万
円＋給与所得65万円＝年間収入額170万円になり，６５歳以上７０歳未満
の場合には，年金所得225万円十給与所得65万円＝年間収入額２９０万円
になる。
この数字を図2-2に当てはめてみると，６０歳以上65歳未満の場合には，
年収150万円と200万円の図の中間となる。両方の図を見ればわかるよう
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に，いずれも年金収入の比重が増加するにつれて，税負担はＵ字型のカー
ブを描いており，高山氏の挙げている事例は，同世代内部で最も有利にな
る年金収入と勤労収入の組み合わせを挙げているにすぎない。同様に，６５
歳以上70歳未満の場合は，図2-2の年収300万円にあたるが，これも同
世代内部において最も有利になるケースを取り上げているにすぎない。し
かも前述したように，夫婦がともに，こうした収入構成をとるケースは極
めて稀である。このような例外的ケースをもって，年金受給世代全体が優
遇されているとか，一般に年金所得が給与所得よりも優遇されていると主
張するのは誇張であろう。
むしろ高齢者世代の内部を含めて全体的に見れば，年金所得が給与所得
に比べて必ずしも優遇されているわけではない。その限りで，「年金所得
軽課論」は少なくとも一面的であると言ってよいであろう。むしろ本質的
問題は，高齢者世代の内部において，年金所得と勤労所得に対する課税上
の中立性が失われている点にある。
だが，このような課税上のアンバランスについて，これまで所得税体系
の問題としては十分に扱われてこなかった。こうした所得税上の制度的矛
盾は早急に解消していかなければならない。次章で，その改善策について
検討しよう。
第３章合算課税による改善
1.1987年税制改正以前と連続した是正策
昭和６２年（1987年）度税制改正以降，公的年金給付に対する課税形態
が変更された。
それまでは，年金所得は給与所得とみなされ，公的年金控除については
老年者年金特別控除（年齢が65歳以上で，合計所得が1000万円以下の者
に７８万円控除）が設定され，また人的控除については老年者控除（年齢
が６５歳以上，合計所得が1000万円以下の者に２５万円控除）が適用され
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ていた･1987年改正以前の所得税額算定方法を簡潔にまとめると以下の
ような式になる。
{給与収入十年金収入（－老年者年金特別控除)｝
－給与所得控除＝課税対象額……①
この式に基づいて計算した所得税額は，図3-ｌのようになる。図3-1か
ら明らかなように，６０歳から６５歳未満の世代においては，控除額が適用
されないため，どの階層も等しく扱われている。一方，６５歳から７０歳未
満の世代の場合，７８万円と２５万円の両方を合計した104万円というかな
り大きな控除額を適用されることで，６０歳から６５歳未満の世代に比べて，
税負担上かなり有利に扱われる結果がもたらされた。
その後1987年の税制改正によって，こうした算定方法は改められた。
年金収入は給与所得と切り離され，算定式は年金収入一公的年金控除＝雑
図3-1公的年金課税改正前（1987年制度）における両世代の所得税額格差
第１分位
所得税額（円）
200,000 
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第３分位
所得税額（円）
550,000 
500,000 
450,000 
400,000 
350,000 
300,000 
唖
０５０１００１５０２００２５０３００３５０年金収入金額(万円）
第４分位
所得税額（円）
950,000 
900,000 
850,000 
800,000 
750,000 
700,000 
函
０５０１００１５０２００２５０３００３５０年金収入金額(万円）
第５分位
所得税額（円）
2,250,000 
2,200,000 
2,150,000 
2,100,000 
2,050,000 
2,000,000 
|王i澪彌
０５０１００１５０２００２５０３００３５０年金収入金額(万円）
(注）上記グラフは，縦軸に所得課税（円）を，横軸に総収入における年金の割合を示す。
また，第５分位は両世代とも同額の所得税額となっている。
所得（現行法）へと変わったのである。
しかし，現実には，所得税負担格差の縮小を可能にしたものの，両世代
間の所得税負担格差が依然として残存しているだけでなく，両世代とも同世
代内部で税負担格差が生じるようになり，税制を一層複雑化させてしまった。
このような税負担格差を少しでも解消するために，次の方法をとってみ
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よう。まず，1987年以前の制度を部分的に踏襲しつつ，年金所得控除を
給与所得控除とそろえる。そして人的控除は基礎控除と，老年者控除を
65歳からではなく６０歳から適用し，その額は現行の半分の額の一律２５
万円，６５歳から７０歳未満の世代には50万円として，所得税額を計算し
てみた。算定方法を式にすると，以下のようになる。
((給与収入一給与所得控除)＋(年金収入一年金（＝給与）所得控除))－
(基礎控除38万円十老年者控除25万円)＝課税対象額……②
この式に基づいて税額を計算した結果が，図3-2である。この図3-2か
ら，1987年改正以前と比較すると，各分位の所得税額の格差が，若干解
消されていることがわかる。また，水平的公平性という観点から見ると，
同一階層内における両世代の格差は，第1分位と第２分位の場合に，
25,000円，第３分位と第４分位の場合に，50,000円で一律になっており，
図3-2改善策（②式）に伴う所得税額と両世代格差
第１分位
所得税額（円）
200,000 
150,000 
100,000 
50,000 
函Ⅲ～ｚ ６５歳～７０歳
０５０１００１５０２００２５０３００３１０年金収入金額（万円）
第２分位
所得税額（円）
350,000 
300,000 
250,000 
200,000 
150,000 
巨亟
｡、
忌己二兵忌二石ﾆﾆﾆぴﾆｰﾛｰﾆﾆﾆﾛﾆﾆﾆ…＝墨
０５０１００１５０２００２５０３００３５０年金収入金額(万円）
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第３分位
所得税額（円）
550,000 
500,000 
450,000 
400,000 
350,000 
300,000 
巨亜
０５０１００１５０２００２５０３００３５０年金収入金額(万円）
第４分位
所得税額（円）
950,000 
900,000 
850,000 
800,000 
750,000 
700,000 
650,000 
唖
０５０１００１５０２００２５０３００３５０年金収入金額(万円）
第５分位
所得税額（円）
2,250,000 
2,200,000 
2,150,000 
2,100,000 
2,050,000 
2,000,000 
巨亜
０５０１００１５０２００２５０３００３５０年金収入金額(万円）
(注）第５分位では両世代の所得税額が同一となっている。
現行制度より歪みは少なくなっている。
しかし，ここで行っている計算式は，旧制度と現行制度を単に組み合わ
せただけのものであり，若干改善されるものの問題は完全に解消されない。
とくに，６０歳から６５歳未満の世代の方が65歳から７０歳未満の世代より
も不利に扱われている点では，依然問題をはらんでいるといえよう。
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2．合算課税による格差是正
前節で見たように，旧制度（1987年改正前）に復帰する方法では，現
行の所得税額格差の是正を十分に行えず，最善な改善策とはならなかった。
そこで，次に本格的な総合所得課税形態に移行する形で，改善策を検討し
てみよう。
現行所得税法では，年金と給与を別々の範蠕に分類し，それぞれの所得
に対して独自に控除額を設けている。そのため，第２章で明らかにしたよ
うに，控除額＝課税最低限の違いから，給与所得と年金所得の組み合わせ
次第で課税上のアンバランスを生じさせてしまう。そこで，給与所得と年
金所得を分類せずに，両者を合算して一律に控除額を適用する方式をとる
ことにした。所得税額を計算する方式は，以下のようになる。
((年金収入十給与収入)－(給与所得控除十老年者控除)｝
－基礎控除＝課税対象額……③
まず，いたずらに税制を複雑化しないという理由から，年金所得と給与
所得を合算した上で，給与所得控除を一律に適用するように変更した。た
だし，高齢者には現行の老年者控除50万円を上乗せする形で加えること
にした。高齢者を現役世代と完全に均等に扱うことは社会政策上，問題が
残るからである。これによって，現役世代より，課税最低限を引き上げる
ことが可能になる。そこから，基礎控除のみを差し引き，課税対象額を算
出する。なお，適用する税率は，現行制度をそのまま用いた。この方式で
所得税額を算出した結果，各所得分位ともに，所得構成に関わらず税額は
一律となった。具体的な所得税額は，以下の表3-ｌのようになる。
結果的に，完全に所得税額を中立化ないし均等化する方法は，年金所得
と給与所得を別々に分類せずに，現役世代よりも課税最低限を高くして一
律に控除をすることである。それによって，水平的公平性も保たれ，なお
かつ大きな世代間格差も生じなくなってくる。結局，より本格的に総合所
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表3-1③で行った場合の合算課税所得税額
1７１ 
所得税額（円）
111,000 
250,000 
426,000 
802,000 
2,250,000 
年間収入５分位
第１分位
第２分位
第３分位
第４分位
第５分位（注）
(注）第５分位は，現行所得税においても老年者控除が適用さ
れないことから，この計算でも課税最低限を引き上げない
で計算した。
得課税方式に移行する方式の方が，理想的であるといえよう。
3．小括
これまで２つの是正方式を検討してきたが，これらは租税理論との関わ
りで，どのような問題点を抱えているのだろうか。簡潔に問題点を指摘し
ておかねばならない。
第一は，年金所得の課税最低限を現役世代より上げる必要性があるとし
ても，現役世代と高齢者世代との間の課税バランスが最適になる水準がど
こにあるのかという点である。この点では，十分に説得的な客観的基準は
見当たらない。結局，この問題は，そもそも年金所得を，給与所得あるい
は私的貯蓄から生ずる収入と同一に考えてよいのだろうか，という根本的
な問題に行き着く。
第二に，包括的所得税理論の公平I性という観点から合算課税の立場を取っ
た場合，現行の年金課税制度を前提とすると，実は支出税理論の立場を取
ることになり，課税理論上の一貫性を失うことである。年金を貯蓄の－形
態であるとみなした場合，租税理論の一貫性という観点から，入口と出口
すなわち拠出時と給付時に着目して，年金課税体系を見たものが表3-2で
ある。
表3-2が示すように，課税方式は大きく拠出時非課税・給付時課税と拠
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表3-2租税理論から見た年金課税の諸形態
包括的所得税体系
ｉｌＺｉｌＩ=１K:ｉｆ~!H扇
》爵Ｃ１ 非課税
非課税
拠出
運用益
給付元本部分
給付利子部分
非課税
非課税
非課税
課税
課税
課税
課税
課税
(出所）野口（1989,前掲書）１２９ページ
出時課税・給付時非課税との２つに分けられる。ただし，利子部分につい
ては見解の分かれるところとなっている。実際，積立方式の年金を－つの
貯蓄形態とみなすと，租税体系から見た年金課税方式は，表3-２のように
６つの選択肢に限られてくる。これまでとってきた包括的所得税の立場に
立つと，拠出時課税，給付時非課税が典型的である。一方，支出税の立場
に立つと，拠出時非課税，給付時課税という形が取られることになる。こ
れを日本の制度と対応させると，公的年金に関してはＣｌ，個人年金につ
いては12が当てはまることになる。日本の年金制度の課税方式が混在し
ているという点は，ここからもわかる。
しかし，このような租税体系論は，新古典派特有の前提を設けている点
で問題が残っている。それは，公的年金制度を民間貯蓄と同一とみなすと
いう前提である。公的年金制度を民間保険と完全な代替`性を持つと想定す
ることは現実的ではない。実際，現状の公的年金制度は，基礎年金部分を
事実上の賦課方式とみなす修正積立方式に移行しているからである。言う
までもなく，税で賄われる給付を貯蓄とみなすことはできない。それゆえ，
租税体系論から見た年金課税論はより複雑な問題をはらんでいるといえよ
う。
むしろ来るべき高齢化社会に直面して緊急に改善を要する課題は，高齢
者の様々な所得形態の組み合わせ次第で，税負担額に一貫性が見られない
という点にある。《60歳から６５歳未満の世代》と《65歳から７０歳未満の
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世代》との間の世代間格差，あるいは同一世代内部における所得源泉の組
み合わせによって税負担のアンバランスが生ずるという事態は，高齢化し
た個々人のライフスタイルの選択に大きな影響を及ぼすことになるからで
ある。その点に関して言えば，これまで述べたように，年金所得と給与所
得を合算した方が，現行制度よりは税負担の差がフラットになり，課税上
の中立性を確保することができる。その意味では，一部，支出税的な仕組
みが残るとはいえ，合算課税・一律控除方式をとることが次善の策として
許容されよう。
第４章高齢者夫婦世帯と所得税額の格差
前章までは，高齢者単身世帯を対象に検討してきたが，本章では高齢者
の夫婦世帯について同様の分析を行ってみよう。
1．データ算出上の前提
高齢者夫婦世帯の所得税額算定方法については，単身世帯で用いた５分
位別の所得階層をもとに，計算を行うことにする。また前章までと同様に，
対象世帯を６０歳から６５歳未満の世代と，６５歳から７０歳未満の世代の２
つに分ける。ただし，夫婦世帯を対象とするために，配偶者の収入や年齢
等について多様な組み合わせを考慮しなければならないが，ここでは夫婦
ともに同年齢であるとして，世帯主は夫，配偶者は妻とし，収入構成パター
ンは以下の表4-1にあるように，７つのケースを設定した。
ここで，実際の高齢者夫婦世帯における収入階級分布はどのようになっ
ているのだろうか。計算基準となる所得階層を明らかにするために，図４
１で実態を見てみよう。
この図から明らかなように，全階層のうち500万円未満の階層にある世
帯が，単純平均すると68.81％と約半数以上を占めている。また，平均収
入金額は図4-1から算定した結果，４９５万３０００円となったため，第２分
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表4-1夫婦世帯における所得構成パターン
'三名二三引孟鰹 世帯モデルケース夫の収入のみで，妻が働いておらず，所得がない
夫婦２人とも年金収入のみで生計を立て
ている
夫の年金十勤労
夫は年金
妻は年金【パターンＢ】
夫は年金
妻は勤労
夫が働いておらず，妻のみ働いている【パターンＣ】
夫は勤労
妻は勤労
夫婦共に年金収入がなく，勤労で生計を
立てている【パターンＤ】
夫は年金十勤労
妻は年金
夫婦共に年金収入があるが勤労して所得
を補っている
妻の年金がない
【パターンＥ】
夫は年金十勤労
妻は勤労【パターンＦ】
夫は年金十勤労
妻は年金十勤労
夫婦ともに年金収入もあるが，勤労収入
も得ている【パターンＧ】
位に最も近い階層となった。このため，490万円を夫婦世帯の所得税額を
算定する基準値として用いることにした。
また年金収入がある場合には，総収入における年金の構成割合を考えて
いかなければならないが，夫婦世帯で60歳以上と６５歳以上の２つで年齢
別に見たものが図4-2である。
構成として４つのパターンに別れているが，①夫婦ともに年金がある場
合，②夫のみある場合（妻のみある場合も含める)，③夫婦ともに年金が
無い場合，という３つのパターンを取り出して実際の所得税額を算定して
比較検討してみよう。
なおその際，第１章の図1-4をもとに，平均的な年金所得を想定した。
この図からわかるように，６０歳から６５歳未満，６５歳から７０歳未満の両
世代において，年金収入階級における最も多い割合を占める所得階層を３
段階くらいまでiiiIってみると，男性は「200万円」から「300万円以上」
という階層の間で全体の432％を占めており，一方，女性は「２０万円」
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図4-1高齢者夫婦世帯（夫65歳以上，妻60歳以上の夫婦のみの世帯）
における年間収入階級別平均所得金額
１０００万円以上
300～900万Ｈ
ＡｑｌｏＫ 00万倍7.70％ 
)0～800万円未満
Ｑ７ＯＯ塗 〕O～300刀快
15.80％ 
500～700万円未満
００～600カ円未満
００～４００７７'四
400～500万偶
16.69％ 
(資料）総務庁『全国消費実態調査」1994年より作成。
図4-2公的年金・恩給の受給の有無別にみた夫婦構成割合
夫婦なし
5.80％ 編7▲し夫のみ20％10.00％ み％－＝!＝ 
ロ■
ソ〕ロ
写 0.00％ 
蔓の危
]､10％ 
夫婦とも
72.10％ 夫婦７２．１ 0％ 
(資料）厚生省『国民生活基礎調査』1990年より作成｡
から「80万円未満」という階層の間で全体の45.4％を占めている。夫婦
の年金所得を考える際には，この最多階層値を用いることにした。
2，第２分位における所得税額格差の実態
夫婦世帯では，基準値である第分位490万円という階層において，上記
の６つのパターン別に所得税額を計算した結果，それぞれ税負担上の格差
が生じている。以下では，上記で挙げた３つの世帯モデルを事例として，
60歳から６５歳未満の世代と６５歳から７０歳未満の両世代において税負担
格差を具体的に見てみよう。
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（１）夫婦ともに年金収入がある場合
夫婦ともに年金収入のあるパターンは，パターンＢ，Ｅ，Ｇである。こ
れらについての所得税額の格差を見たものが，パターンＢは図４３，パター
ンＥは図4-4,パターンＧは図4-5である。これらを総括的にみると，
どの構成であっても６０歳から６５歳未満の世代の方が，６５歳から７０歳未
満の世代よりも税負担上かなり不利に扱われている結果となっている。
図4-3パターンＢ：夫婦ともに年金収入のみの場合
所得税額（円）
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200,000 
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100,000 
50000 
0 
唖
夫の年金収入金額
（万円）5０１００１５０２００２５０３００３５０ 
図4-4パターンＥ：夫婦ともに年金収入があり，夫のみ勤労している場合
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図4-4-3夫の年金金額が150万円の場合
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図4-4-4夫の年金金額が200万円の場合
200,000 
150,000 
100,000 
50,000 
０ 
（
圧
）
濡
起
唾
医
澁
如
睦
張
|王i1ii三i雲１
5０ 1００１５０ 
妻の年金金額（万円）
200 
図4-4-5夫の年金金額が250万円の場合
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図4-5パターンＧ：夫の年金十勤労，妻の年金十勤労の場合
夫婦の合計年金100万円の時
（円）①夫の年金50万円，妻の年金50万円の場合
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夫婦の合計年金200万円の時
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①夫の年金150万円，妻の年金150万円の場合（円）
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また，パターンＧでは，単身者世帯と同様に，夫婦で同じ収入総額で
あるにもかかわらず，所得構成の違いによって所得税額に格差が生じてい
る。これは，所得税制上の水平的公平を満たしていない。実際，様々な所
得構成のパターンにわたって所得税額の分布を見ても，各階層内でも所得
税額は多様である。同じ収入490万円という階級にあるにもかかわらず，
所得源泉の違いまたは年齢の違いによって所得税額に格差が生じてくるこ
とは，租税理論と整合しておらず，税制上改善せねばならない状況にある。
（２）夫のみ年金収入がある場合
夫のみに年金収入のあるパターンは，パターンＡ，Ｃ，Ｆである。これ
らについて所得税額の格差を見たものが，図Ｌ６から図4-8である。パター
図4-6パターンＡ：夫の年金十勤労収入のみの場合
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図４－７パターンＣ：夫は年金，妻は勤労収入の場合
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(注）縦軸は夫婦合計所得税額（千円）を表してい
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図4-8パターンＦ：夫は年金十勤労，妻は勤労の場合
夫の年金収入が５０万円の場合０
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夫の年金収入が250万円の場合
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
 
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
 
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
 
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
 
０
８
６
４
２
０
８
６
４
２
 
２
１
１
１
１
１
 
（江）懸薄嘩忘祀如蝶絹
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夫の勤労収入構成パターン（万円）
150 
夫の年金収入が300万円の場合
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夫の勤労収入構成パターン（万円）
ンＡは図4-6,パターンＣは図4-7,パターンＦは図４－８にそれぞれ対
応している。前節同様，６０歳から６５歳未満の方が税負担上６５歳から７０
歳未満よりも不利に扱われている点は同じである。
図4-6では，妻に収入がないために夫の所得控除は配偶者控除が最高限
度額まで適用されるので控除額が一律であるにもかかわらず，所得税額に
格差が生じている。ここでの格差の原因は，年金収入の相違に応じて年金
控除額の効き方が異なっているためである。
図4-7は，図4-6,4-8よりもかなりの格差が生じている。夫が勤労収
入を得ないで，妻が勤労収入を得る場合に妻の年金納付期間が問題となっ
てくる。妻が受給期間に満たない場合，また夫も満たない場合には勤労し
ている妻が保険料を負担しなければならず，第３号被保険者から第１号被
保険者になり，負担がもっと重くなる可能性を持っている。
また図4-8においては，６０歳から６５歳未満の世代と６５歳から７０歳未
満のそれぞれの世代内で格差を見ると，やはりここでも所得構成の違いに
■■－－■■■－－－－■■■■■■■■■￣■■■■■■■■■■■■-－￣■■■■■■￣･■■■￣￣－－－－－－■■■－－■■■－－－－￣ 
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Ｌ 卜』山
高齢化社会における所得税制のあり方 185 
よって，所得税負担のバラツキが生じていることがわかる。まず６０歳か
ら６５歳未満の夫婦世帯で見ると，夫の年金収入が150万円以下であると，
夫の勤労収入の比重が増えるにつれて，税負担のカーブは凸型を描く。そ
して夫の年金収入が200万円を超えるケースになると，税負担のカーブは
右下がりとなる。このことは，つぎのことを意味する。１つは，定年制と
年金支給年齢の狭間にある６０歳以上65歳未満の夫婦世帯において，夫の
年金収入が少額なために，夫婦の勤労収入で補わなければならない世帯ほ
ど税負担が重いという点である。いま１つは，夫の年金収入が－定額以上
になると，夫の勤労収入を多くしても，逆に税負担が軽くなるという点で
ある。つまり，同じ年収をもつ同一世代内部において，現行所得税制は，
勤労収入と年金収入に対して中立`性を失っているのである。
次に，６５歳以上70歳未満の夫婦世帯を見ると，夫の年金収入が１００万
円を超える場合，夫の勤労収入の比重が高い方が税負担も重くなるために，
税制上は，年金受給者に対してパート（臨時）労働への誘因を与えている
ことになる。このように，パターンＥの場合も，税制上の一貫』性（ある
いは課税上の中立性）は失われている。
ちなみに，ここでも，高額年金受給者ほど税負担が軽減されているわけ
ではない。例えば，夫の勤労収入１００万円の場合を縦軸にして，すべての
グラフを比較してみよう。まず，６０歳から６５歳未満の夫婦世帯では，夫
の年金収入の割合が増えるにつれて税負担が増加し，夫の年金収入が２５０
万円を超えるグラフでは，今度は税負担が減少するという傾向を示す。こ
れに対して，６５歳以上70歳未満の夫婦世帯では，逆に夫の年金収入の割
合が増えるにつれて税負担が減少し，夫の年金収入が２５０万円を超えるグ
ラフでは，税負担が増加に転ずる。
このように，夫婦単位で見ても，高齢者世代の内部では「年金受給者軽
課論」は必ずしも妥当していない。むしろ間題なのは，ここでも，垂直的
および水平的公平という観点から見て，課税上のバランスが崩れている点
にあるといえよう。
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図4-9夫婦ともに年金収入がない場合の所得税額格差
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(3)夫婦ともに年金収入がない場合
少数のケースであるが外夫婦ともに全く年金がない場合についての所得
税額の格差を見たものが，パターンＤで計算した図4-9である。
６０歳から６５歳未満の世代では老年者控除が適用されないため，全く現
役世代と同じ扱いになる。６５歳から７０歳未満の世代では，老年者控除５０
万円が適用される分税負担が軽減されている。６５歳から７０歳未満の世代
の方が比較的水平的であるが，老年者控除が効かない６０歳から６５歳未満
の世代の税負担がかなり高く，年金受給権がない者にとって問題は深刻で
あると考えられる。
3．税負担格差是正のための改善策
単身世帯同様，夫婦世帯で見ても様々な所得構成に応じて税負担上のア
ンバランスが生じていた。それゆえ前章と同様に，夫婦世帯を単位とした
場合についても，その改善策を検討しなければならない。単身世帯の場合，
合算課税・一律控除方式をとるのが望ましいとの結論を得た。夫婦世帯の
場合には，それに加えて，アメリカで採用されている二分二乗方式の採用
について検討してみよう。
アメリカでは，所得税額算定方法として課税単位について個人単位主義
を原則とするが，配偶者を有する納税義務者であって共同申告を行う者に
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|ま「二分二乗法」の適用の選択が認められており，夫婦単位主義も併用さ
れている。その計算方法については，独身者への配慮から，複数税率表で
独身用，独身世帯用，夫婦共同申告用，夫婦分離申告用，の４種類を設定
している(7)。本節で所得税額を算定するにあたっては，以下の表を参考に
した。ただしアメリカの二分二乗方式を，そのまま適用するのではなく，
税制を複雑化させずに格差を少しでも解消するために，ここでは年金と給
与収入に対しては日本の控除額をそのまま当てはめ，夫婦合計所得金額に
対して共同申告と分離申告をとった場合の結果を見ることにした。
この算定方式に基づいて第２分位における所得税額を，前節で見た夫婦
ともに年金収入がある場合，夫のみ年金収入がある場合，夫婦ともに年金
収入がない場合，の３つの世帯収入構成パターンで見て順に並べ，現行制
度との比較を行った。各収入構成パターンは，Ｂ,ＢＧが表４－４，Ａ,Ｃ,Ｆ
表4-2連邦所得税税率表（1986年歳入法，1988年適用分）
課税所
夫婦共同申告
0-29,750 
29,750-71,900 
71,900-171,090 
171,090以上
得（＄）
夫婦分離１１１（ＩＴ
Ｏ-14,875 
14,875-35,950 
35,950-124,220 
124,220以上
税率（％）
旧
一
配
一
羽
一
肥
表4-3円建てで行う場合の税率表
課税所得（＄）
識二Ｊf蒲=ごi毒税率（％）旧一羽一羽一肥
(出所）藤田晴「年金税制」『所得税の基礎理論」1992年，４７ページより作成。
（注）表4-2は，夫婦のみの部分を引用して作成し，表4-3は，１ドル＝120円の為替レー
トで計算し表を作成した
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が表4-5,,が表4-6である。現行制度と二分二乗方式を比較しつつ計算
した結果は，図4-10から図4-15に示されている。Ｂ,Ｅ,Ｇのケースでは
60歳から６５歳未満の世代に関しては図4-10，同じく６５歳から７０歳未満
の世代に関しては図4-11.Ａ,Ｃ,Ｆのケースでは60歳から６５歳未満の世
代は図4-12，同じく６５歳から７０歳未満の世代は図4-13.,のケースで
は６０歳から６５歳未満の世代は図4-14，同じく６５歳から７０歳未満の世
代は図4-15,となっている。
上記のどの図を見ても明らかなように，現行所得税制の下では同世代で
かつ収入総額が等しいにもかかわらず，収入構成の違いによって，かなり
税負担格差が生じていることがわかる。その一方で，共同申告方式か，分
離申告方式のどちらかをとった場合，現行制度よりも同一収入階層内にお
ける所得税額格差がかなり解消されることも示されている。この結果から，
現在の所得控除をそのままにしたとしても，アメリカの二分二乗法を参考
にして税率を是正するとともに，個人単位ではなく夫婦単位で所得を捉え
ることによって，同一収入階層内における所得税額の格差を是正すること
が可能となり，水平的公平性という観点も保持されることになる。
上記のように，夫婦合算課税も税負担解消の方向性として選択する余地
があると考えられるが，いくつかの問題が残されている点にも留意してお
かねばならない。第一に，収入に対する所得控除額を現行のままの額で適
用しているため，算出した結果は最適な税負担となっているか否かについ
ては改めて検討せねばならない。第二に，二分二乗法を導入すると，所得
税額が０円であった者の一部に新たに税負担が発生するとともに，高額所
得者の税負担が軽減される可能性が生じる。このことからも，税率をどの
ように設定したらよいかという問題について改めて検討しなければならな
い。
しかし問題は，上記の方法でも，依然として所得税額格差が生じる点で
ある。では，税負担を完全にフラットにするにはどのようにしたらよいか。
二分二乗方式だけではなく，第３章と同様に，合算課税方式を併用するこ
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表4-4①の場合の所得構成別でみた所得税額格差グラフ項目内容一覧表
（単位：万円）
パターンＢの場合（図4-10-1,4-11-1）
＝i二ｉｌ等項目ＢＯｌ ＢＯ２ ＢＯ３ ＢＯ４ ＢＯ５ ＢＯ６ ＢＯ７ 
パターンＥの場合（図3-10-2,3-11-2）
二
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パターンＧの場合（図3-10-3,3-11-3）
Llfi 項目ＧＯ１ ＧＯ２ ＧＯ３ ＧＯ４ ＧＯ５ ＧＯ６ ＧＯ７ ＧＯ８ ＧＯ９ Ｇ１０ Ｇ１１ Ｇ１２ Ｇ１３ Ｇ１４ Ｇ１５ Ｇ１６ Ｇ１７ Ｇ１８ Ｇ１９ Ｇ２０ Ｇ２１ Ｇ２２ Ｇ２３ Ｇ２４ Ｇ２５ Ｇ２６ Ｇ２７ Ｇ２８ Ｇ２９ Ｇ３０ Ｇ３１ Ｇ３２ Ｇ３３ Ｇ３４ Ｇ３５ Ｇ３６ Ｇ３７ Ｇ３８ Ｇ３９ 
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側一側一側一側一側一帥一Ｍ一側
卯一側一卯一帥一Ⅲ｜卯一卯一卯
表4-5②の場合の所得構成別でみた所得税額格差グラフ項目内容一覧表
（単位：万円）
パターンＡの場合（図4-12-1,4-13-1）
葦=i＝i二項目ＡＯ１ ＡＯ２ ＡＯ３ ＡＯ４ ＡＯ５ ＡＯ６ ＡＯ７ 
パターンＣの場合（図3-12-2,3-13-2）
童='二L4i「卵一Ⅲ｜Ⅲ｜川一Ｍ｜Ⅲ｜Ⅲ｜Ⅲ
パターンＦの場合（図3-12-3,3-13-3）
二'二[等項目ＦＯ１ ＦＯ２ ＦＯ３ ＦＯ４ ＦＯ５ ＦＯ６ ＦＯ７ 
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Ⅲ｜Ｍ｜Ⅷ｜Ⅲ｜叩一川一Ｍ一川一川一町｜川一ⅧｌＭ－ＭｌＭ－ＭｌＭ－Ｍ一Ｍ一町
Ⅲ｜測一川一Ｍ一Ⅲ｜卯一川一川｜川一川一卯一Ⅷ｜卯一則一別一Ｍ一Ⅲ｜卯一Ⅲ｜卯
表4-6③の場合の所得構成別でみた所得税額格差グラフ項目内容一覧表
（単位：万円）
パターンＤの場合（図4-14,4-15）
二ｓIと三宝夫の収入項目ＤＯ１ ＤＯ２ ＤＯ３ ＤＯ４ ＤＯ５ ＤＯ６ ＤＯ７ ＤＯ８ ＤＯ９ 年金収入 勤労収入
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図4-10夫婦ともに年金のある場合の所得税額格差（60歳から６５歳未満の世代）
図4-10-1パターンＢの場合
（円）
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収入構成パターン
一◇－共同申告一□－分離申告一現行所得税
図4-10-2パターンＥの場合
（円）
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収入構成パターン
一共同申告一ロー分離申告一現行所得税
図4-10-3パターンＧの場合
(円）
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収入構成パターン
一一共同申告一ロー分離申告一一現行所得税
(注）グラフはすべて縦軸に夫婦合計所得税額（円）を横軸に収入構成をとっている。
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図4-11夫婦ともに年金のある場合の所得税額格差（65歳から７０歳未満の世代）
図4-11-1パターンＢの場合
（円）
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収入構成パターン
一◇－共同申告一ロー分離申告一一現行所得税
図4-11-2パターンＥの場合
(円）
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収入構成パターン
一卜共同申告一ロー分離申告一一現行所得税
図4-11-3パターンＧの場合
(円）
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収入構成パターン
一共同申告一ロー分離申告一現行所得税
(注）グラフはすべて縦軸に夫婦合計所得税額（円）を横軸に収入構成をとっている。
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図4-12夫のみ年金収入がある場合の所得税額格差（60歳から６５歳未満の世代）
図4-12-1パターンＡの場合
（円）
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収入構成パターン
一◇－共同申告一□－分離申告一一現行所得税
図4-12-2パターンＣの場合
(円）
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収入構成パターン
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一◇－共同申告一ロー分離申告一一現行所得税
図4-12-3パターンＦの場合
(円）
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収入構成パターン
一一共同申告一口－分離申告一一現行所得税
(注）グラフはすべて縦軸に夫婦合計所得税額（円）を横軸に収入構成をとっている。
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図4-13夫のみ年金収入がある場合の所得税額格差（65歳から７０歳未満の世代）
図4-13-1パターンＡの場合
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図4-13-2パターンＣの場合
(円）
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図4-13-3パターンＦの場合
(円）
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(注）グラフはすべて縦軸に夫婦合計所得税額（円）を横軸に収入構成をとっている。
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図4-14夫婦ともに年金収入がない場合の所得税額格差
（60歳から６５歳未満の世代）
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図4-15夫婦ともに年金収入がない場合の所得税額格差
（65歳から７０歳未満の世代）
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とが１つの手段となる。すなわち，現行制度のように年金と給与にそれぞ
れ別の所得控除を認めるのではなく，すべての収入を夫婦ともに合算して
から人的控除を適用する方法をとるのである。それならば，同じ所得階層
にある者は必ず収入総計が等しくなるため，所得控除も設定しやすくなり，
さらに単一の税率表を適用すれば完全に水平的公平性を保つことができる。
単一税率表の設定は，現在の平均的な負担率を基準にして算定することで，
現行制度からの移行も容易になる。その意味で，これまでの税制上の歪み
も大幅に改善されるであろう。
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しかしここで改善される点は，高齢者の世代間ないし世代内の不公平是
正に限らない点を強調しておかなければならない。婦人の年金権という問
題に関しても，次の２点について改善されるからである。すなわち，第一
は共働きの場合，第二は主婦の場合において，年金課税上の不利が同時に
克服されるという点である。
実際に，現状では，女性においては２つの年金受給形態が考えられる。
１つは，第３号被保険者で，いわゆるサラリーマンの妻である。現行制度
の下では，第３号被保険者は，保険料を支払わなくとも基礎年金部分が保
障される仕組みになっている。いま１つは，夫婦ともに働いている場合の
女`性である。女』性が就業している場合，例えば本人がサラリーマンである
とすれば，第１号の被保険者となり保険料を所得に応じて納めなければな
らない。両者を比較すると，明らかに夫婦とも働き世帯の方が不利に扱わ
れることになる。これまで制度上では第１号，第３号どちらの年金所得も
課税対象として含まれてきたが，個人ベースでみると年金所得の課税最低
限が高いため，実際に第３号被保険者は無拠出であるにもかかわらず，非
課税となる者も少なくなかった。この二分二乗法で夫婦の所得を合算する
方法をとることによって，第３号被保険者についても課税ベースの枠内に
含まれることから，両者とも出口においては，これまでよりも平等に扱わ
れることになる。それは，結局，夫婦共働きの家族形態に対して税負担の
是正をもたらすことになるからである。
第二に，妻の基礎年金部分は金額が低いため，現行では個人を単位とし
て所得を捉えることから，ほとんどが課税最低限以内に収まっていた。こ
れは妻に対する年金所得控除つまり課税最低限が高く効力がないに等しく
なる。しかし，合算課税することにより，夫の所得部分を計算上は妻に移
すことも可能となり，夫婦ともに課税最低限が最高限度まで適用されるこ
とになる。このことは，専業主婦の労働に対し正当な評価を与えることを
意味する。このように共働きに対してもまた専業主婦に対しても，男`性と
平等に年金権を保障することによって夫婦単位でみた課税上のアンバラン
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スも解消される。この意味で，二分二乗法を高齢者の所得に対して適用す
ることは意義深いと考えられる(8)。
（７）アメリカの個人所得税は，以下のような算定方法となっている。
まず総所得一事業経費控除＝調整所得を算出する。さらに事業外経費の選
択の有無により，選択しない場合は概算を計算，選択する場合は控除を行う。
次に，人的控除を引いて，課税所得を出す。課税所得に対し，税率を掛けて
さらに税額控除を引いて最終納付額が算出される。控除に関しては１．事業
経費，２事業外経費（医療や借入利子など)，などがある。また他の先進国
における個人所得税の仕組みについて書いたものに尾崎護（1993）「Ｇ７の税
制』ダイヤモンド社がある。さらに広範囲にわたり個人所得税額算定方法に
ついて記したものに監査法人トーマツ編（1997）『ＥＵ加盟国の税法』中央
経済社がある。
（８）女性に対する税制に関しては，八代尚宏（1995）「働く女Ｉ性の増加と税・
社会保険制度｣，辻山栄子（1995）「家事労働の評価一家族をめぐる課税のあ
り方｣，神野直彦（1995）「年金・社会保険・賃金制度｣，水野忠恒（1995）
「配偶者控除と配偶者特別控除制度の意義と問題点」を参考にした。（すべて
財団法人２１世紀職業財団（1995）『女性の能力発揮促進のための税制のあり
方研究会報告書』に所収)。他に，大田弘子（1994）「女性の変化と税制」野
口悠紀雄編『税制改革の新設計』日本経済新聞社がある。
おわりに
これまで従来の「高齢者」＝「年金所得者｣，「現役世代」＝「給与所得者」
という図式的理解に基づいた既存の理論を批判的に検討してきた。具体的
には，高齢者の所得実態に基づいた税負担格差の発生という観点から，現
行所得税制の問題を分析した結果，以下のようなことが明らかになった。
第一に，高齢者の就業と年金収入の実態を見る限り，高齢者の就業比率
は高く，またそれは６５歳を境界に分けられることがわかった。就業比率
の割合からいうと，年金収入の少ない者ほど就業比率が高い一方で，年金
のみで生活している者も少数であった。また高山氏のいう「高額年金所得
者軽課論」は高齢者の所得実態から見ると，ごく少数に限定された議論で
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あることもわかった。
特に高山氏のいう「高額年金所得者軽課論」は，事実上，個人が長期に
わたって合理的に労働供給を調整しつつ十分な年金収入を得ることができ
るという仮定のもとに，主張されている。しかし，個人単位で見ても，高
額な年金収入を得ている者は１０数％と少なく，さらに男子と比較すれば，
女子ではきわめて少数である。こうした実態を踏まえると，高山氏が形式
上の計算で割り出した「合理的」年金受給者数はごくわずかである。また
高山氏の設定している給与所得のみの世帯と，年金十勤労の世帯という単
純な比較からは，様々な所得構成を持つ者や，年金を受給していない者な
どが分析の対象から抜け落ちてしまう。高齢者の実態に本質的に迫るには，
従来の年金所得者か給与所得者かという二分法で考えるだけでは十分では
なく，様々な所得構成を前提として実際の所得税額を算定することが重要
である。
第二に，単身世帯である個人で見た場合と，夫婦である世帯で見た場合
のそれぞれにおいて，所得構成によって税負担に格差が生じている点を指
摘しておかなければならない。また同じ所得階層に属するにもかかわらず，
60歳から６５歳未満の世代と６５歳から７０歳未満の世代の間に税負担上の
格差があり，大きな不公平が生じている点も同様である。特に，６０歳か
ら６５歳未満の世代は，６５歳に年金支給開始年齢が引き上げられる一方で，
60歳定年制が実態であり，狭間におかれている世代である。事実，平成６
年の年金改正によって60歳から６５歳未満の世代は年金所得と勤労所得の
両方の組み合わせによって生活するものと位置づけられているが，実際に
はこうした税制上の歪みによって，６０歳から６５歳未満の世代は不利に扱
われているのである。
第三に，高山氏の「高額年金受給者軽課論」に限らず，これまでの年金
課税に対する議論では，年金所得者の方が，給与所得者よりも課税最低限
が高く設定されているために，課税上有利に扱われているという単純な主
張が支配的であった。しかし本稿の分析から明らかなように，実際の所得
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税額負担から見ると，こうした主張は必らずしも妥当,性を持っていない。
確かに個人を課税単位として形式上の計算をすると年金所得軽課論が導き
出されるが，それは実態とは乖離している。なぜなら現実における高齢者
の所得構成は，形式上の税負担の計算式がそのまま当てはまる程，単純で
はないからである。実際に，高齢者の所得及びその内訳は様々であり，か
つ，同じ所得水準であっても，その収入構成によって税負担額が違ってい
る。
こうした実態は，税体系の建前と現実との乖離を示している。とりわけ，
同じ所得階層内部において，年金収入と給与収入の組み合わせのあり方次
第で，所得税負担が異なるという実態は，いかなる所得源泉であれ，同じ
所得は等しく扱われなければならないという水平的公平の原則を満たして
いない。また，所得水準が低い者ほど，そしてそのうちでも，年金収入が
低く，勤労収入に依存せねばならない者ほど税負担率が高いという実態は
垂直的公平の原則も満たしていない。このような実態から，高山氏らによっ
て指摘されてきた「高額年金所得者軽課論」が妥当していないだけではな
く，高齢者に対する所得課税問題の本質が，別のところにあることを示し
ている。
以上を踏まえ，本稿では改善策を検討するに際して，次の点を考慮して
きた。第一は，６０歳から６５歳未満の世代と６５歳から７０歳未満の世代に
おける税負担格差の是正である。前述したように，平成６年度の年金改正
によって，６０歳から６５歳未満の世代に対しては勤労所得＋年金所得とい
う生活スタイルが促進された。すなわち，在職老齢年金との関係の調整を
図り，６０歳から６５歳の間にいる者に対して勤労のインセンティブを高め
る政策をとったのである。他方，政府は高齢化社会対策として，高齢者の
雇用拡大の促進を打ち出している(9)。
しかし，現実の所得税制では，年金収入と給与収入との所得控除額が異
なるため，税負担構造に一貫性が失われている。特に問題なのは，無年金
者および年金所得の低い者，つまり働かざるをえない者ほど所得税負担が
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重く，労働供給にディスインセンティブが与えられている点であろう。こ
うした歪みを是正するために，本稿では包括的所得税理論の原点に立ち返
り，年金収入と給与収入を合算し課税する方式を提案した。高齢者に対す
る税負担軽減措置も，この合算課税方式に基づいてなされるべきであろう。
そうすることによって，現在よりも税制上の歪みが大幅に改善されるから
である。
第二に，高齢者夫婦薑世帯を考えた場合，課税単位論の再考を必要とする
点である('0)。アメリカで採用されている，「夫婦」と「単身」という課税
単位の双方に対して，「二分二乗方式」で所得税額を計算した結果，世代
間税負担格差と同一所得階層内における水平的公平'性も保たれることにな
り，税負担格差がかなり解消されうるからである。もちろん問題はそう単
純ではない。実際，この方式で行われているアメリカでは，「夫婦」と
｢単身」で同じ所得であった場合には，「単身」者の方が，税負担が重くなっ
てしまうという欠陥を生み出していることに注意しなければならないから
である。
また，日本の高齢者の割合を見るとわかるとおり，女Ｉ性のほうが男性よ
りも長生きをする確率が高い。また単身者の場合，人口に占める割合は女
性のほうが高い。これらの傾向から見ると，「夫婦」単位で問題を考える
一方，「単身」者についても措置を考える必要がある。さしあたりは，老
年者控除の水準で調整することも考えられよう。
第三に，年金所得に対する課税最低限の判断基準である(Ⅱ)。これまで年
金所得に関しては，給与所得と比較して課税最低限の高さが問題として取
り上げられてきた。しかし，課税最低限のラインをどこに置くかは議論の
分かれるところである。本稿のように，合算課税方式をとったとしても，
こうした問題は残る。本稿では，１つの手段として，人的控除にあたる老
年者控除の適用年齢を現行65歳から６０歳に下げて，勤労所得との調整を
図るという方法をとった。現行制度からの移行コストが高くならないとい
う点も配慮されねばならないからである。
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ともあれ来たるべき高齢化社会を活力あるものとするためには，高齢者
の実態に即した所得税制の改革が早急に求められているのである。
（９）最近の事例では，経済企画庁編「平成８年度版国民生活白書』大蔵省印刷
局において，以下のような見解が示されている。
「今日の高齢者は，勤労のための能力が乏しく，生活も貧しく，社会的に
弱い立場であるイメージが強かったが，働く能力も向上し，勤労意欲も高く，
平均的に見れば現役世代よりも貯蓄や住宅などの多くの資産を抱えているこ
と，さらに今後働きたい高齢者が安心して働けるような就業機会の確保や高
齢者の資産を活用することにより，老後の安心も高めることができるのでは
ないだろうか。そのためには，既存の雇用体制であった年功賃金体制などを
見直すと同時に政府側の対応としては高齢者雇用促進のためには高齢者の勤
労意欲を阻害することのないよう社会保障と勤労収入のバランスの取れた施
策の実施が必要である｡」
(10）課税単位の先行研究として，金子宏（1977）「所得税における課税単位の
研究」「田中次郎先生古希記念公法の理論（中)』有斐閣，同「ポーリスビト
カーの課税単位論」において詳細な検討が行われている。また藤田晴
（1992）「課税単位」（前掲書所収）も検討を行っている。
(11）課税最低限に対して財政学上と法的側面の双方から議論しているものに，
日本租税理論学会（1994）「課税最低限」谷沢書房がある。
［追記］本稿は，坂本が全体の原稿を書き，金子が－部加筆修正を加
えたものである。
